
『「福祉から雇用へ」推進５か年計画』における重点戦略

地域の特性を活かした就労支援体制を全国展開地域の特性を活かした就労支援体制を全国展開

ハローワークを中心とした「チーム支援」ハローワークを中心とした「チーム支援」

○「障害者就業・生活支援センター」を全障害保健福祉圏域に設置（約４００カ所）

○各省庁・各自治体における障害者に対する「チャレンジ雇用」の推進・拡大
○障害者に対する「就労移行支援事業」を全国展開するとともに、全都道府県において「工賃倍増５か年計画」による

福祉的就労の底上げを推進
○平成１９年度までに「生活保護の就労支援プログラム（※）」を全自治体で策定

（※）意欲の向上や職業意識の啓発、技能修得、就職支援等、段階的・計画的な支援を行うプログラム

○母子家庭等就業・自立支援センターやマザーズハローワークなどの子育て女性重点支援拠点を全国展開

○ハローワークを中心に福祉関係者等と連携した「就労支援チーム（※）」の体制・機能強化

（※）ハローワークの就職支援担当と福祉事務所、福祉施設等関係機関により編成されるチーム
○ハローワークにおける「就労支援アクションプラン」の推進により、支援対象者(生活保護・母子世帯)の就職率を60%

に引上げ「就職活動プランの策定」、「就労意欲向上プログラム」 など

関係者の意識改革関係者の意識改革

○関係者の意識改革を通じた雇用機会の拡大

企業の経営者・労働組合・従業員、福祉関係者等の意識改革と、相互の協力関係の構築等を通じ、雇用機会を拡大

障害者雇用促進法制の整備障害者雇用促進法制の整備

○短時間労働・派遣労働を活用した雇用促進、中小企業における雇用促進等を図るための障害者雇用促進法制の整備



８ 平成２０年度の自立支援プログラムの運用方針

○ 全自治体で、債務整理に関するプログラムを策定

○ 生活保護受給者等就労支援事業を一層活用し、自治体独自のプログラムと本事業を連動

させた仕組の構築

○ 稼働能力判定会議の設置・運営の積極的な取組

○ 自立支援業務に関する研修の充実

○位置付け
各自治体における業務の参考とし

て、またはケースワーカー等に対す
る研修教材として利用するもの。

○内 容
面接の技術や態度、自立支援の開

始から終結までの流れ、支援に関す
る思考の方法、支援対象者への関与
の仕方など、自立支援業務に共通の
事項及び就労支援、退院支援等の類
型毎に固有の自立支援の視点や考え
方を示したもの。

自立支援の手引きを用いて、被保護者の自立を支援す

るために必要な対人援助技術やケースワーク等に関する

研修を実施することを通じて、現業員の専門性や対人援

助技術の向上を図る。

※ 自立支援の内容を組み込んで工夫を凝らした研修を行う自治体に

対して、セーフティネット支援対策等事業費補助金による支援

※ 研修方法及び研修講師等の参考情報の提供

自立支援の手引きの作成 各都道府県における自立支援を組み込んだ研修を奨励

研修手法の研究及び研修教材（ＤＶＤ）
の作成
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９ 生活保護受給者等就労支援事業の新たな取組（就労支援アクションプラン） （平成２０年度～）

…20年度新規事項


